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グローバル化の意味

• モノ・カネ・ヒト・サービス等の国際移動

• これらの取引ルールの共通化

• 地球規模での資源の有効利用

• 持続可能な発展の協調的追及

• 価値観の多様化と情報の共有・機会均等化



日本農業に迫るグローバル化

• 世界貿易機関（ＷＴＯ）での農業交渉と保護削減

→「貿易の拡大を通じ経済的繁栄を図る」という目的は
農業貿易にも適用される

• 自由貿易協定（ＦＴＡ）の推進と農業の自由化

→拡大欧州連合（ＥＵ）や米州自由貿易地域（ＦＴＡＡ）に
対抗する広域アジアＦＴＡの形成と農業問題



我が国の農産物輸入状況について
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WTO農業交渉の目的

• 改革過程の継続（ＷＴＯ農業協定第20条）

→助成及び保護を実質的かつ漸進的に削減すると
いう・・・過程を継続するための交渉

• 次のことを考慮に入れる

→非貿易的関心事項、途上国に対する特別かつ異
なる待遇、など



WTO農業交渉の現段階

• 輸出国VS．輸入国 → 途上国VS．米欧
• Ｇ６（日本、ＥＵ、米国、ブラジル、インド、豪州）

• 数で優る途上国の扱い
• 日本など輸入国の発言力の低下
• アフリカ諸国の台頭（綿花問題）
• モダリティ（大枠）の枠組み（市場アクセス）
→階層方式、高関税ほど大幅削減

重要（センシティブ）品目は別枠、
上限関税は交渉次第



ＷＴＯ農業交渉をめぐる全体構造
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ＷＴＯ農業交渉における日本の主張

○ 我が国は、急峻な国土を有しており、

農業の多面的機能の維持への要請。

農業の多面的機能

洪水調節、水資源
かん養

土砂崩壊防止

レクリエーションの
場の提供

緑豊かな景観の提供

大気の浄化

地域社会の維持

○ 我が国は世界最大の食料純輸入国であ

り、食料安全保障の確保への要請。

我が国の食料自給率の推移
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日本の主張とＷＴＯ理念の齟齬

• 「多様な農業の共存」が基本哲学
→WTOの基本哲学は「貿易の拡大を通じた経済的
繁栄」

• 農業の多面的機能への配慮
→永続的な保護論理をビルトインすることに

• 食料の安全保障の確保
→国際的なFOOD SECURITYの議論と異なる

不可避な関税削減とグローバル化



ＦＴＡ推進の緊急性

• 西に大欧州連合（ＥＵ）、東に南北アメリカＦＴＡ
構想（ＦＴＡＡ） →アジアの選択は？

• 急速に拡大する世界のＦＴＡネットワーク

→ ＦＴＡ網から外れる不利益

• 韓国のＦＴＡ推進に比べて遅い日本

→ 米韓ＦＴＡ合意、ＥＵ韓ＦＴＡ推進の影響

• ＡＳＥＡＮプラス３からプラス６へ

→ アジア共同体構想におけるリーダーシップ



出典：経済産業省資料



農業国際化のための対外政策

• 内外価格差の縮小と農産物の差別化戦略

• 日本農業の真の比較優位性の追求

• 農業労働者の国際移動の自由化

• ＦＴＡを通じた食料・資源の安定供給の確保

• 技術協力、特に検疫衛生問題の国際的取り
組みの推進

• アジア全体の農業発展を目指す農業政策の
共通化



農業国際化のための国内政策

• 国民的視座で消費者重視の農政の展開

• 透明性が高く国民が評価できる農政の費用

• 自由な参入と様々な形態による農業経営

• だれでもが農地を利用できる農地制度の確立

• 自由で多様な農業のビジネスモデルの展開

• グローバル化のスピードにあった構造改革

• オープンな国創りの下での食料安全保障政策



日本にとっての食料安全保障

－有事の際の食料自給は可能か－

（１）現在の農地（450万ha)で2000kcal/日/人の供

給は可能

（２）しかし、それを担保する措置がない

（３）有事法制の中に組み入れるべき

（４）だが、エネルギーが途絶すれば万事休す

諸外国と友好関係を築く事が最大の安全保障



日本農業の未来
• 品質で勝負する日本の農業・売れる農産物

→ 農産物の差別化・高品質化、ブランド化

• Made in JapanからMade by Japaneseへ
→ 世界に進出する日本の農業者と技術

• 消費者ニーズの開拓と新品種の開発

→ 機能性食品や医薬品など新分野への進出

• ＩＴ産業とのコラボレーション

→ 精密農業、農業ロボット、植物工場による農業

• サービスを売る農業の展開

→ 癒しと安らぎを与える農業、生き甲斐農業
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